
（令和 5 年 1 月 27 日臨時議会） 
令和４年度新型コロナ対策事業予算（補正 9 号） 

 
１ 主旨 

コロナ禍が続く中，物価高騰等や第８波といわれる新型コロナ感染が再拡大するなど
厳しい状況に直面している。 

このような状況を踏まえ，引き続き感染防止対策の徹底に努めるとともに，今回，国
の事業実施と合わせ，地元(行政)として今必要とされる感染防止，生活支援，経済対策
を組み立てたもの。 

 
２ 補正予算額 302,233 千円 

一般会計予算総額   33,993,201 千円 （当初比 +2,587,226 千円） 
うちコロナ関連予算  1,849,903 千円 （当初比 +1,719,182 千円） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
財源内訳 

 
 
 
 
 
 
 



３ 事業内容 
 
感染防止対策 
 
インフルエンザ予防接種推進事業 3,000 千円 
 新型コロナ感染が再拡大している中，インフルエンザの流行も懸念され，高齢者へのイ
ンフルエンザ感染と医療機関への圧迫も心配されている。 

そのため，例年 65 歳以上を対象としているインフルエンザの定期予防接種期間を延⻑
するとともに，引き続き接種費用の一部を助成し，感染防止と医療機関への負担軽減を推
進する。 

 対象 65 歳以上 
内容 予防接種期間の延⻑ ２か月間 
    令和５年１月３１日終了 → 令和５年 3 月３１日終了 へ延⻑ 

インフルエンザ接種費用への一部助成（6 割補助） 
    費用内訳（自己負担 1,500 円 市助成 2,220 円） 
予算 3,000 千円 

 
 
生活支援（子育て応援） 
 
出産・子育て応援交付金  59,023 千円 （国事業） 
 コロナ禍の厳しい状況が続く中，すべての妊婦・子育て家庭が，安心して出産・子育て
ができる環境整備を推進するため， 

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近な相談に応じ，様々なニーズに即した必要な
支援につなぐ相談支援を充実するとともに，出産育児に関する負担軽減を図る経済的支援
を一体的に実施する事業。 
  

〇伴走型相談支援 5,391 千円 （補助率 国 2/3 県 1/6 市 1/6） 
対象 妊婦や 0 歳から 2 歳の低年齢期の子育て家庭 
内容 妊娠期から出産・子育てまでの相談業務 

 
〇出産・子育て応援ギフト（給付金） 51,500 千円 （補助率 国 2/3 県 1/6 市 1/6） 

   対象 令和４年４月１日以降に出産された方，現在妊娠中の方 
       対象人数 880 人（想定） 
   期間 令和４年４月１日〜令和５年９月３０日 

内容 給付金を支給する 



（妊娠届出時）妊婦１人あたり ５万円  
（出生届出後）子供１人あたり ５万円 
（期間内に出産された方）子供１人あたり 10 万円（５万円＋５万円） 

 
 〇システム構築等導入経費 2,132 千円 （補助率 国 10/10） 

内容 情報発信や相談支援等を行うシステム（子育て関連アプリなど）導入経費へ 
の補助 

 
 
経済対策（生活支援・事業者支援） 
 
緊急経済対策プレミアム商品券発行支援事業（ほーらしゃ券） 133,280 千円 
 コロナ禍や物価高騰等による厳しい環境が続く中，市⺠生活への支援と地域経済の活性
化対策として，卒業・入学シーズン（３月・４月）にも利用可能なプレミアム商品券「ほ
ーらしゃ券」の発行を支援する。 
  内容 プレミアム商品券「ほーらしゃ券」の発行を支援する 
      3,000 円で 5,000 円分（プレミアム率 66.7％） 
      発行額 300,000 千円  発行冊 60,000 冊 
  期間 令和５年３月〜令和 5 年 6 月末 

予算 133,280 千円 
      プレミアム分 120,000 千円   
      事務経費     13,280 千円      
 
 
生活支援（市⺠生活支援） 
 
市⺠生活応援ギフト 104,500 千円 

 コロナ禍が続き，さらに物価高騰等により厳しい生活に直面している中，特に家計へ
の影響が大きいと思われる低所得者世帯に対し，応援ギフトを給付し，家計への負担軽減
を図り，生活の安定を支える。 
 対象 令和４年度分市町村⺠税が非課税の世帯 
     対象世帯数 9,500 世帯（想定） 
 内容 １万円分の商品券を給付する 
 予算 104,500 千円 
     商品券  95,000 千円 
     事務経費  9,500 千円 



生活支援（子育て世帯支援） 
 
保育所等給食支援事業 3,000 千円（影響額計） 
 コロナ禍の影響が続き，さらに物価高騰等による厳しい環境の中で，給食費について，
子育て世帯の経済的負担を増やさずに，給食の質や量を維持し提供するため，食材料費等
の価格高騰分を市が負担し支援する。（給食費の増額請求は行わない） 

対象 市内の公立保育所・幼稚園 
内容 令和４年度（１年間）の給食食材料費の価格高騰分を助成する 

  予算 3,000 千円（物価上昇影響見込額） 
       うち 今回補正額   430 千円 
         現行予算で措置 2,570 千円 
 
 
学校給食費助成事業  45,800 千円（助成合計額） 

補正予算  歳入 △29,800 千円  歳出 2,000 千円 
 

 コロナ禍の影響が続き，さらに物価高騰等による厳しい環境の中で，給食費について，
子育て世帯の経済的負担を増やさずに，給食の質や量を維持し提供するため，食材料費等
の価格高騰分を市が負担し支援する。（給食費の増額請求は行わない） 
 

〇給食食材料費の価格高騰分 16,000 千円（影響額計） 
  対象 市内の小学校・中学校 

内容 令和４年度（１年間）の給食食材料費の価格高騰分を助成する 
  予算 16,000 千円（物価上昇影響見込額） 
      うち 今回補正額   2,000 千円 
         現行予算で措置 14,000 千円 
  

〇給食費減免措置 △29,800 千円 （歳入減） 
  対象 市内の小学校・中学校 

内容 3 学期の給食費を全額減免する（令和 5 年 1 月〜3 月の 3 か月間分） 
予算 29,800 千円（実績からの試算額） 


